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② 自然災害を巡る不確実性 

台風、大雨、洪水、土砂災害、地震、津波、火山噴火などによる直接的・間接的な経済への影響と危機対

応が必要となっている。企業経営に影響を及ぼす災害は年々増加傾向1にあるとされ、この不確実性も高

まっている。 

 

③ 非連続な変化を引き起こす可能性のあるデジタル技術革新 

ＡＩ（人工知能）、次世代通信技術、セキュリティ技術、仮想現実ＶＲ（Virtual Reality）や拡張現実Ａ

Ｒ（Augmented Reality）、マテリアルズ・インフォマティクス、無人ドローン、ブロックチェーン、空飛

ぶクルマ等、技術革新により市場や競争環境が劇的に変化し、非デジタル分野にも影響が波及している。 

 

（２）近畿地域における状況 

2000年以降の近畿地域における中小企業の業況推移は下記の通り。リーマンショック、東日本大震災発生

時に業況が落ち込んでいるが、その後は回復を果たしている。数値上では新型コロナウイルス感染症の感染

拡大は、リーマンショック以来の落ち込みをもたらした。一方、2018年以降から新型コロナウイルス感染症

の感染拡大による急減までは弱含みで推移していたことがわかる。このことは新型コロナウイルスの前兆と

はいえず、米中貿易摩擦などの不確実要因が直接・間接的に業況へ影響していたものとみられる。 

 

■近畿地域の中小企業の業況推移 

 

 

 

出所 ：中小企業景況調査（近畿ブロック） 中小企業基盤整備機構 

 

 

不確実性が企業経営の課題として顕在化したとされる 2018年以降の業況について、業種別にみると下図

（次ページ）の通り。2018年 1-3月期から消費税率引き上げが行われた 2019年 10-12月期までの推移をみ

ると、域外市場産業とされる製造業では 14.3ポイントの業況悪化、域内市場産業とされる卸売業、小売でも

10ポイント強の業況悪化となっている。 

 

■近畿地域の中小企業の業況推移（業種別、2018年以降） 

                                                   
1 2019年版中小企業白書（中小企業庁）第 3部にルーバン・カトリック大学疫学研究所災害データベースをもとに「自然災害

の発生件数が変動を伴いながら増加傾向にある」という記述がある 
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Ⅱ 不確実性に対する行動 -待機戦略を採る危うさ- 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、多くの企業では緊急融資の活用、経費の削減、設備投資の

抑制など、影響が落ち着くまで最小限の活動に留めるという“待機戦略”を採っている。ただし、不確実性

時代に対してはこの待機戦略が裏目に出てしまうという可能性がある。 

とりわけ我が国においては、国際間比較において生産性が低いといわれていることもあって、今までは自

社の経営資源を最大限活用し企業価値の極大化を図る能力、オーディナリー・ケイパビリティ（後述にて整

理）をいかに高めるかを重視し、既存の能力強化に経営資源を集中させていた。 

一般的に、リーマンショックなどの恐慌や東日本大震災などの大災害時には、収入の減少に備えるための

徹底した経費削減や、資金支援策などを活用し手元資金を厚くするなどの防御策をとり、状況が改善するま

で耐え凌ぐ“待機戦略”を採ることが、ある意味危機を乗り越えるセオリーとされている。経済学の理論で

は不確実性やリスクがある経済環境下では、リスクをできるだけ縮小する仕組みや、多数の人で分担する仕

組みが発生するとしている。そのため、新型コロナウイルス感染症の影響への対応として、待機戦略を採っ

て守勢に入ることは自然な企業行動ともいえる。事実、新型コロナウイルスにおいても待機戦略を採る企業

が多く存在しているようだ。日本銀行が取りまとめている「資金循環統計」によると、2020年 9月末時点の

民間企業の現金・預金は 309兆円、借入金は 458兆円と、いずれも過去最高を記録している。他方、財務省

がとりまとめている「法人企業統計」によると、2020年 4～6月期における設備投資（ソフトウェア投資額

を含むベース）は前年同期比 11.4％の減少、特に資本金 1,000万円以上 1億円未満の中小企業の前年同期比

は 15.2％の減少と設備投資実施が減少しており、新型コロナウイルスの感染拡大で景気の先行きに不透明感

が強まる中、手元資金を確保しようとする姿勢がうかがえる。 

災害時や金融ショックなどによる恐慌は発生時から一定期間までが底で、その後は復興などで経済は回復

基調となり通常時に戻ることが一般的である。いわゆる回復期まで待機戦略をとり、ある程度回復した後

に、既存の仕組みを活用し、成長戦略を描くという構図である。 

一方で、災害などの不測の事態に対応した準備としてＢＣＰ（事業継続計画）を策定するという取り組み

がある。中小企業庁の資料によると、「ＢＣＰとは企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇

した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能

とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく

計画」とある。つまり、ＢＣＰは不測の事態に対する損害を最小限に抑え早期復旧を目指すもので、換言す

ると早期に事象発生前の状態に復帰するというものである。 

しかし、不確実性が高まった今日では、大きな環境変化によって既存の価値観が一気に陳腐化し、これま

での取り組みでは以前のようなパフォーマンスを発揮することが難しくなっており、むしろ足かせとなって

環境変化に対応ができない恐れもある。 

また、待機戦略は不確実性時代においては別の面でも問題がある。今回、コロナウイルス感染症で６割を

超える中小企業が緊急融資などの支援策を利用している3ことが明らかになっている。感染の終息や、経済活

動の完全な再開は依然として不透明の中、有利子負債ばかり増加していては財務健全性が低下し続け、最善

のタイミングで次の手を打つ体力がなくなってしまう可能性も否めない。つまり、いつ収束するかわからな

い不確実性の状況下に待機戦略をとり続けることはじり貧に向かってしまう。 

今回の新型コロナウイルス感染症の有無によらず不確実性は増しており、既存のルールでは成り立たなく

なりつつあることは、前節の中小企業の景況動向の推移でも示唆されている。つまりアフターコロナにフェ

ーズが移ったとしても不確実性は常に付きまとうこととなり、既存の仕組みが活かせる状態に戻るまで待機

                                                   
3 「第 12回 新型コロナウイルスに関するアンケート（2021年 1月）」株式会社東京商工リサーチ調べ。中小企業（資本金 1億

円以下）10,214社のうち、61.9％が国や自治体、金融機関の各種支援策を利用したと回答した 
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Ⅳ 調査目的 

 

今回の調査研究では、この不確実性が高まった経済環境、社会情勢下で、企業がどの様な行動をとってい

るかの傾向をアンケート調査で把握し、特に環境変化にうまく対応している企業は、どの様な要因があるか

をヒアリング調査で明らかにする。それらの結果を踏まえて、不確実性への対応として求められている能

力、ダイナミック・ケイパビリティ論を援用し、今後の中小企業経営においてダイナミック・ケイパビリテ

ィを高めることの有効性について検証を行っていく。 

今回、ダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組みについて、その定義に基づき下記の通り 8つ取

り組みを設定し、経営資源の構成要素（ヒト・モノ・カネ・情報（システム））との関係について検討を行っ

た。 

また、ダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組みを重視し、かつ広く実践する企業群（＝以降、

「積極群」と表記する）こそが、不確実性が高まる社会を生き抜く上で競争力を高めているのではないかと

いう仮説のもと、各経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報（システム））の観点から検証していく。 

 

■ダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組み 

１ 仕入先・調達先等の変更・分散 

２ 製造拠点の移転・増設・分散 

３ 代替品の確保 

４ デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への対応 

５ 新事業への進出 

６ 研究開発・試作開発の強化 

７ 従業員の多能化(マルチスキル) 

８ 専門人材の確保・活用 

 

 

■本調査研究における積極群の定義 

次章のアンケート調査項目で設定した不確実性時代における取り組み（調査票問 7

－3）の、ダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組みについて、下記の条件

を満たす企業群を「積極群」と定義した。 

 

✓ 経営で重視する項目について、「最も重要」および「2番目または 3番目に重

要」な項目がダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組みであること 

 

✓ 上記の重視する項目を実際に実施していること（調査票問 7-1） 
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Ⅱ ヒアリング調査の結果 

 

ダイナミック・ケイパビリティに関する取り組みを幅広く実践している企業が、不確実性時代において、具

体的にどの様な対応をとっているかについて、既存の資産・資源・知識などを再構築し、相互に組み合わせて

持続的な競争優位性を作り上げているかの視点で整理するため、2 章と同様に経営資源別（ヒト、モノ、カネ、

情報（システム））に整理した。 

 

１．多能化・専門性・働き方【ヒト】 

 

【在宅勤務・テレワークの導入】 

・社内での感染リスク抑制のためテレワークの導入が急がれるものの、社内で制度が整備されていない状況で

あったため、系列会社の事例を参考にして導入。動き出しは順調であったものの、部署や業務内容の差による

テレワークの可否、負担の増加、環境が変わったことによる適正な評価基準について問題が発生した。そこで、

部署毎に独自に基準を設定し、部署単位での状態の把握・管理によりそれぞれの負担を減らすようにした。そ

の結果、テレワークの実施率を上げることができた。（プラスチック製品製造業） 

 

・ペーパーレス会議システムやテレビ会議システム、テレワークシステムを導入。その結果、ペーパーレス会

議システムは経費削減だけではなく、事前に会議資料の閲覧が可能になり会議の質の向上と会議時間の短縮

につながった。また、テレワークシステムは、自宅の PC から会社の PC を遠隔操作できるようにしたもので、

コロナ禍での在宅勤務に合わせて導入した。（建築材料卸売業） 

 

 

【人材育成・マルチスキル】 

・従業員一人一人が IT リテラシーを高めて業務に取り組めるように成長していくことが、デジタル社会を生

き抜くうえで必要であると代表が考えていたことから、大手企業でのシステム運用の経験がある専門人材を

採用。DX の推進や、デジタル人材の育成に向けて社内でシステム研修を実施するなど、従業員へのデジタル

化・DX に対する正しい理解の醸成を図る取り組みを実践している。（機械器具製造業） 

 

・取次ぎがメインとなっていた事務員の電話対応を顧客の一次対応の窓口となるよう、営業部門が商品知識の

勉強会を開催。トークスクリプトも策定し営業支援体制の強化を図った。その結果、事務員のスキルアップに

成功し、営業部門は余剰時間を他の営業に費やせるようになった。また、社内での勉強会により相互の業務把

握や連携意識の向上にも繋がったほか、着実に一つ一つこなしていくようにしたことで、浸透・定着、会社へ

の帰属意識の高まり、組織全体の強化にも繋がった。（燃料小売業） 

 

・新入社員研修にてシステムに関する研修を重点的に行った結果、新入社員は受発注などの業務で即戦力とな

り、加えて商品知識を身につけた。また、フォローワーク研修も適宜行うことで本部との交流が生まれ、抵抗

なく本部へ問い合わせできる環境をつくった。結果として、これまで以上に早く新入社員が戦力化し、営業店

の業績に貢献できるようになった。（建築材料卸売業） 
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【外部との折衝】 

・従業員の要望によりテレワークや交代勤務を導入。従業員にパソコンやタブレットを支給し、業務効率化を

図った。デジタル化を進める一方で、取引先からは請求書・納品書などの発行を紙ベースで要求されることが

多く、外部環境の影響により、社内での柔軟な働き方の動きが阻害されることもあり、どの様に対応していく

かが今後の課題である。（産業機械器具卸売業） 

 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い訪問を断られるケースも増え、WEB 商談を導入。ただし、WEB

商談ではニュアンスの伝わりにくさや、意思疎通がスムーズに行えない点に課題を感じている。今後、新型コ

ロナウイルス感染症による影響が収まったあとには、基本的には対面営業に戻していく方針であるが、必要に

応じて WEB 商談もサブツールとして活用していくことを検討している。（金属線製品製造業） 

 

 

【まとめ】 

コロナ禍にて感染拡大防止対策として在宅勤務・テレワークやＷＥＢ会議システムを導入する企業が多く、

導入の際には他社の事例を参考にしたり、独自に規定を設けたりすることで浸透を図っている様子がうかが

えた。また、ＷＥＢの活用はペーパーレス化や会議の効率化にも繋がるなど相乗効果もみられた。さらに業務

効率化への取り組み意識の高まりから人材育成へ力を入れる企業も多く、専門人材の確保や研修の実施によ

って新たな知識を身に着けることで体制の強化を図る様子もみられている。一方、ＷＥＢの活用を推進するう

えで外部とのやり取りにはやりづらさを感じるところがあり、今後の対応が課題となっている。 
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２．サプライチェーン【モノ】 

 

【仕入・調達先の分散】 

・材料の供給面での徹底したリスクヘッジをとり、情報収集を積極的に行っていた。二社以上の見積もりによ

る調達を意識し、市場の変化に応じて調達先を柔軟に決定していくことを検討している。その結果、医療用の

マスクやガーゼの在庫が枯渇した際、瞬時に別工場からの仕入や代替品への転換を行うことができ、安定供給

による医療機関等の信頼につながっている。（繊維工業） 

 

・従来の製品は工程が複雑であり製造に時間を要したが、素材の変更によって製造工程の簡略化が実現した。

その結果、全国各地の OEM 生産を委託できる協力工場に製造ラインを設け、製造及び配送作業を協力工場に

対応してもらうことで、全国各地の工事現場への小口納品が可能となった。協力工場網を築いたことにより、

製造コストを圧縮できたほか、サプライチェーンの分散化を図ることができた。（金属線製品製造業） 

 

・海外からの仕入は一部の国に偏っており、サプライチェーンにおけるリスク回避の観点から仕入れる国を増

やしたいが、最低ロット数が同社の必要数を超えてしまうことが課題となっていた。そこで同業他社を競合先

ではなく事業の継続に向けたパートナーと位置づけ、共同購入を検討。これにより、各社のサプライチェーン

も安定化するほか、海外マーケットとの取引の増加にも繋がると考えている。（機械器具製造業） 

 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、中国の協力工場が閉鎖したため、OEM 生産の代替工場を探

索。同国の別工場を迅速に確保したが、不慣れなオンライン上でのやり取りでは十分な意思疎通が図れず、生

産が計画的に進まなかった。さらに、製造拠点の変更に伴う品質の担保も求められることから、生産量が増え

ていかず部材供給に遅延が生じ、欠品状態となった。現在は生産体制が安定し、品薄状態は解消されたが、安

定供給できる状態を見据え、新たに別の工場で OEM 生産ができるような体制構築を進めている。（産業機械

器具卸売業） 

 

 

【まとめ】 

予め複数の仕入・調達先を確保している企業では、コロナ禍においても迅速な対応が出来ており、顧客への

信頼の獲得やコストの削減に繋がっている。一方で新たな仕入・調達先の確保を試みた場合には、伝達方法や

品質確認で苦戦している様子もうかがえ、今後の安定供給に向けたサプライチェーンの維持が課題となって

いる。 
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３．資金の確保・新規事業展開【カネ】 

【収益の維持に向けた開発】 

・同社のラミネートフィルムと加工技術を転用する形で、新型コロナウイルス関連商品を新規事業とし、医療

従事者向けのフェースシールド、一般のマスクの口を覆う布部分にラミネート素材を使用したマスク、ラミネ

ート素材を活用した衝立を開発した。また、大手ゼネコン会社の開発依頼を受け、工事現場用のヘルメットに

ラミネート製のシールドを装着し口元にあてられるマスクシールドを開発し、開発後は他のゼネコンからの

引き合いも増加した。（紙加工品製造業） 

 

 

【新規事業展開】 

・宿泊業への新型コロナウイルス感染症による影響は大きく、感染拡大防止策のみでは顧客減少の歯止めとは

ならなかったため、新たな事業としてコンセプトを設けた施設をオープン。関西地域では競合不在となり、当

初の予想を大きく上回る反響がみられた。また、回転率を求めず価値に見合った価格を設定したことで、少な

い客室でも運営が可能となり、コロナ禍にも対応したビジネスモデルを構築することができた。（宿泊業） 

 

・将来的に従来の BtoB 型のビジネスのみの経営では困難になると危惧した同社は、新たに BtoC 型ビジネス

への展開として同社のノウハウを活かした化粧品ブランドを立ち上げた。オンライン販売に向けて web デザ

イナーや化粧品業界に精通した人材をヘッドハンティングし、大手 EC サイトへ出品。エンドユーザーの反応

も良好で、今後は品目数をさらに充実させるとともに、エンドユーザーに向けた様々な仕掛けを企画すること

で、化粧品部門としてのブランディングを構築していく。（繊維工業） 

 

・時代の流れに即して顧客の要求に応える機能を持った製品を提供し続けていくことが経営上の課題である

と認識し、新たなニーズに対応する製品の開発を開始。さらに新たな事業領域への進出として、自社製品に最

適なデバイスの開発、販売も開始した。コロナ禍で展示会の開催が難しい中、継続的に自社製品の PR を行う

べく、専用の Webページや YouTubeチャンネルを立ち上げるなど情報発信の強化にも努め、新たな販売チャネ

ルを設けることで顧客接点の拡大を目指している。（化学工業） 

 

 

【まとめ】 

新型コロナウイルス感染症を機に感染症対策として新規事業の展開を行った企業もみられたが、多くの企

業は以前よりニーズの変化を捉え、既存事業への危機感や新たな事業への将来性を感じたことから取り組み

を開始している様子がうかがえた。特に価値の提供を重視したコンセプト戦略や、オンラインを活用した消

費者への発信は、以前よりニーズが増えつつあったものがコロナ禍で顕著となったものであり、そのニーズ

を察知し動き出していた企業にとっては成功を収める結果となった。 
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４．ＤＸ・システム対応【デジタル】 

 

【業務効率化】 

・受発注管理や積算などの業務について、自社サーバーの基幹システムを利用していたが、将来的なメンテナ

ンス費用などの問題点を危惧し、基幹システムを刷新しクラウドへ移行。その結果、見積・受発注管理などを

一気通貫で行うことができ、通常業務の効率化に加え労働負担が軽減した。また、同時に業務の見える化が進

んだことで、外勤・内勤で適切な分業体制を築けたほか、遺失利益の回避や内部統制の進展、与信管理の強化

など、当初想定していた以上に様々な分野でプラスの効果が現れた。（建築材料卸売業） 

 

・質の高いおもてなしの実現に向け、長年徹底して業務効率化を推進。その一環として食材の受発注システム

を導入。旅館内で使われる食材、飲料類、土産品等の受発注をデジタル化し、発注の一元管理、一括発注がで

きるようになった。（宿泊業） 

 

・販売管理ソフトと会計管理ソフトがそれぞれ独立しており、非効率であったため社内基幹システムを刷新。

社内で改善点や要望をヒアリングし、販売と会計の一元管理など使用用途に合ったカスタマイズにより、管理

業務の効率化が可能となった。また、営業情報が見える化したことで、管理部門と営業部門での認識の統一が

図られ、適正な目標設定や作業の効率化が実現。さらに、営業担当者が持ち帰った情報を社内で共有すること

で、製品の改良や改善に活かすなど能動的なデータ活用が可能となった。（金属線製品製造業） 

 

・効率的な顧客毎のきめ細やかな対応や、競合他社との差別化を図るため中小企業では保有が少ない 3D／CAD

を導入。その結果、コスト削減だけでなく設計から出図までのリードタイムも短縮化。主力の取引先からスピ

ード感ある対応を評価され、量産化に向けた受注を獲得できた。また、グループウェアの導入、業務関連文書

全般のデジタル化、勤怠管理ソフトの導入等により、バックオフィス業務の効率化を図った。（機械器具製造

業） 

 

 

【余力の活用】 

・限られた人員で成長戦略を描くには効率性を高めていく必要があると感じ、システム上での勤怠入力・給与

明細のデジタル化や RPAを導入。その結果、受注から請求書発行までの流れを簡素化した上、作業日報などの

自動取り込みにより事務負担が軽減され、全社的にも効率化につながった。今後も AI・IoTの活用も含め、DX

の推進を進めていく方針である。また、既存の OEM 製造業務が多忙であったが、DX 推進による効率化が進ん

だことから自社製品の製造を開始。他社からの受注に依存しない経営体制を目指している。（機械器具製造業） 

 

・従業員間で顧客情報が共有化されておらず、顧客対応の不備の発生による将来的なリピート率の低下が懸念

されていた。そこで、顧客管理システムの導入と全社員への端末の支給を実施。顧客情報、営業・工事部門間

のスケジュールを共有、どの担当者でもスムーズに顧客対応することができるようにした。さらには、グルー

プウェアを導入。従業員のスケジュール管理や工事の日程調整、見積もりの作成もシステム上で可能となり、

更なる効率化のほか、余剰時間を他の業務に投下できるようになった。（燃料小売業） 
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・ロジスティクス部門でのアナログな作業による非効率さを改善するために倉庫をデジタル化する WMS（ウェ

アハウスマネージメントシステム）を導入。作業の軽減のほか、在庫がリアルタイムで正確に把握できるよう

になり、発注の適正化や在庫負担の軽減にもつながった。さらに作業軽減により人員に余裕が出たことから、

配置転換による人材不足の解消や、事業拡大の検討に繋がっている。（食料品卸売業） 

 

・手作業での業務を改善するべく RPAを導入。ERPからの発注データの一連の定型業務を自動化した。その結

果、従業員の労働時間が短縮され、余剰時間を新たな技術取得の学習時間に反映できた。また、生産ライン上

の一部に AI を導入したことで、生産効率が向上。現場に専門人材を配置し、トラブルにも即対応できる体制

を構築。今後も ITリテラシーの高い人材の確保や、システム部門の増員などを着実に行う方針である。（プラ

スチック製品製造業） 

 

・多品種小ロットでの生産にあたって、請求業務での労働負担の軽減や製造原価の厳密な把握が課題であった

が、RPAを導入し仕入先への支払通知書の自動送信や電子決済へ切り替えた。結果、印紙代の削減、労働時間

の節約にもつながり、出社を必ずしも必要としない体制を構築。また、FA化により、工場のライン上での人員

削減が可能になり、余剰人員を配置転換することで円滑に業務を遂行できる体制を実現している。（ゴム製品

製造業） 

 

 

【さらなるＤＸへの対応】 

・アナログ体質の改善と在宅勤務環境の整備のため VPN環境を構築。その結果、メールチェックや書類整理な

ど出社を強いられた非効率な作業が場所を選ばずに対応できるようになった。また、グループウェアは営業部

門の管理業務の削減に繋がっている。将来的には ERP とグループウェアの連動を検討しており、グループウ

ェアを全部門で導入していく方針である。（機械器具製造業） 

 

・予約状況から人員を配置する割付作業を宿泊管理システムとの連動により、手作業から自動割付へ移行が実

現。割付作業時間の短縮に加え、一定の利益確保を構築できたとともに、労働環境の改善にもつながった。さ

らに、顧客と客室担当者のより適切なマッチングが実現し、顧客満足度向上による従業員のモチベーション向

上がうかがえた。さらにまちぐるみでも DX の推進を図っており、同温泉街の宿泊施設の各宿泊管理システム

を連携し、空室データを自動収集。温泉街全体の需要動向に基づく需要予測や適正な価格設定を行うことで、

収益性の向上もつなげていく見込みである。（宿泊業） 

 

・社内業務のデジタル化の推進によりペーパーレス化が図れたほか、部署を跨いでの情報共有を実現。また、

クラウド型の業務支援システムを導入したことにより、データの閲覧や情報入力作業が簡便化し、迅速な情報

伝達ができるようになった。さらに、情報セキュリティの強化を推進し、ISO27000シリーズの認証を取得。今

後は 3DCADの導入などデジタル技術の活用を検討している。（機械器具製造業） 

 

 

【まとめ】 

ＤＸをはじめとしたデジタル対応は、効率性への問題意識を持ったことをきっかけに導入を検討する企業が

多く、各社の現状や特に抱えている課題に合ったシステムを選択・導入することで、効率化を実現し、労働負

担の軽減やデータの有効活用に繋がっている。さらに、効率化により生まれた余剰時間・人員等を活用するこ

とで、主力業務への集中、人手不足の解消、新たな取り組みの開始、技術の習得等、当初目的としていた業務
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効率化のみならず、波及的に様々な効果を及ぼしている様子がみられた。また、ＤＸへの対応は一度きりにと

どまるものではなく、外部との連携や技術の強化に向けて導入を継続する意向がうかがえたことから、実施に

よって効果を実感することは、新たな取り組みへの可能性を見出し、更なる改善・向上への原動力をも生み出

しているものと考える。 
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２．経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報（システム））からの考察 

ここまでで、ダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組みは不確実性に対応するために有効な能力で

あることがわかった。ここでは、各論のテーマに設定している「多能化・専門性・働き方【ヒト】」、「サプラ

イチェーン【モノ】」、「資金の確保・新規事業展開【カネ】」、「ＤＸ・システム対応【デジタル】」について、

ダイナミック・ケイパビリティをどの様に発揮していくべきかを検証する。 

 

（１）働き方・人材育成【ヒト】 

テレワークの導入は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策として社会的な要請事項となっており

2020 年に導入が加速した。大阪商工会議所が 2020 年 6 月に実施したアンケート調査によると、中小企業の

52％がテレワークを実施しているとしている。一方、同調査によるとテレワーク実施企業の 46％が「運用規

定を（殆ど）整備しないまま導入」と回答し、テレワーク導入後の経過としては、28％の企業が「業務の生産

性は総じて低下した」と回答しており、生産性が向上したよりも 22ポイントも高く課題も多い。 

ただ、テレワークの取り組み自体はコロナ禍以前から存在しており、テレワークの本質は柔軟な働き方の定

着、ＤＸに対応した組織改革を実現することとされており、ダイナミック・ケイパビリティの実践といえる。 

今回の事例では、柔軟な働き方を新型コロナウイルス感染症の感染拡大により急遽取り入れたものである

が、その後もテレワークの本質を追求し、変革のトリガーとしようとするケースも見受けられた。 

また、資源の再構築によって生まれた余力を IT リテラシーの強化や、多能化へ向けた人材育成への充当、

デジタル技術を活用した時間と場所を選ばない業務の拡充、コミュニケーションの活性化を狙う企業も見受

けられた。 

労働環境の向上、人材育成は平常時においても重視されるべきであるが、不確実性に対応した場合、ＤＸを

活用しながら、組織内の変革自体も必要だと考える。経済産業省が警鐘を鳴らしている「2025 年の壁4」を克

服するためにも、ＤＸを活用した人事改革が重要であると考える。 

 

 

（２）サプライチェーン【モノ】 

サプライチェーンの強化として、積極群の具体的な取り組みを整理すると「一極集中から多様化へ」、「デジ

タル技術を活用した既存取引先との関係強化」の２点が特徴としてあげられる。 

 

① 一極集中から多様化へ 

供給元が特定の海外地域に依存しているところは、程度の差はあるがサプライチェーンの寸断が発生したと

される。アンケート調査においても仕入調達先が海外主体である企業のうち 53.6％が新型コロナウイルス感

染症により、仕入・調達で問題が発生したとしており、仕入調達先が近畿圏内主体である企業と比べ 24.6 ポ

イントも高くなっている。我が国で消費されるものは我が国で製造するという国産国消が合理的である産品

は国内回帰を検討するのも１つだが、国際競争力を維持するために海外で生産しなければいけない事情も考

慮する必要がある。 

今回の事例では、グローバル展開している企業は他の地域に生産拠点、および供給元を分散させリスクを軽

減するという取り組みが聞かれた。具体的には特定地域での運営に集中していたものが、不確実性に対するリ

スクを軽減するために言語も文化も異なる他地域へ進出し供給網を多様化した取り組みがあげられる。そう

いった意味では、このリスクに対応するためには更なるグローバル化の高度化が求められていることが明ら

かにされた。なお、製造拠点、供給元の分散化は販売先地域の拡大につながったという事例も見受けられた。 

                                                   
4 日本国内の企業が市場で勝ち抜くためには DXの推進が必要不可欠であり、DXを推進しなければ業務効率・競争力の低下は

避けられず、競争力が低下した場合 2025年から年間で現在の約 3倍、約 12兆円もの経済損失が発生すると予測している 



30 

 

② デジタル技術を活用した既存取引先との関係強化 

アンケート調査の結果、73.6％の企業が主要な仕入・調達先地域は近畿圏内であると回答している。近畿圏

内の中小企業の多くが近隣との取引関係を構築しており、近畿圏内でサプライチェーンがある程度構築され

ているものとみられる。 

今回の事例では取引先と受発注をオンラインで行い、タイムロス、在庫ロス、機会損失の回避などの取り組

みがみられた。この取り組みは IoTを活用したサプライチェーンマネジメントなどに発展することもでき、近

畿圏内の企業同士で生産性を向上させる余地は十分にあると考える。 

 

アンケート調査の結果だけをみると、なるべく狭い地域で取引を完結させた方が、不確実性リスクを低減で

きる可能性があることが示唆されている。地域経済循環という考え方に基づくと、域内取引を活性化させると

地域内乗数効果が発生し、域外で調達するよりも域内で調達したほうが、地域経済の効果が何倍も効率的にな

るという視点があるため、地域経済活性化とこのリスク回避は迎合する考え方となる。ただし、地域内の経済

循環を向上させていくためには、他地域からの仕入を自地域に切り替えたとしても品質、コストが維持される

必要がある。他の地域から購入したほうが品質・価格とも有利な産品も自地域で仕入を行うと、かえってコス

ト高の構造となり、持続可能の点で疑問が残る。すなわち自地域の得意領域は域内取引を推進していき、不得

意領域は他地域に依存しつつ、分散化させることでリスクを低減させていくことが、不確実性への対応と地域

経済活性化の両立としての解であると判断する。 

 

 

（３）資金の確保・新規事業展開【カネ】 

新型コロナウイルス感染症に対応した緊急融資（新型コロナウイルス感染症特別貸付）の利用により、コロ

ナ禍における資金調達は平時よりも容易となっており、１章で述べた通り、多くの企業が待機戦略をとってい

るものと推察される。 

一方、今回の事例をみると、コロナ禍など不確実性が高まったからこそ、新規商品開発、新分野への進出と

いった動きも目立った。 

これらの新規事業の展開へ至った経路としては２つのケースが見受けられた。1つ目は新分野に進出するに

あたり、その分野で求められる水準を満たすために、効率化の推進や体制変更などを行い、新分野進出に対応

した資源の最適化を行うケース、２つ目は不確実性に関連した取り組みを行った結果、資源の余剰や新たなア

イディアが生まれ、新規事業を展開していったというケースである。 

アンケート調査結果からダイナミック・ケイパビリティに関連する取り組みで複数の効果をあげている企業

ほど、新規事業の展開でも効果をあげていることが判明している。つまり、ダイナミック・ケイパビリティを

発揮し資源の再構築、最適化を図った先のアウトプットとして新規事業の展開を行っている可能性がある。 

不確実性の時代に対応し変革を成し遂げている企業において、全くの未経験である未知の領域へ進出してい

るケースはなく、既存技術・ノウハウをベースとした展開がまずは行われている。例えば既存の事業領域であ

る旅館業とペットブームを組み合わせた新規事業、自社の技術を活用した消毒液塗布用の脚踏ぺダルの開発、

自社製品とデジタル技術を組み合わせたハイブリッド式水道メーター・スマートメーターシステムなどがあ

げられる。 

ダイナミック・ケイパビリティの１つの要素である「感知」により、不確実性下におけるニーズをくみ取っ

たり、「捕捉」の実践時に得た気付き、アイディアを具体化したりして、既存技術・ノウハウを応用、発展さ

せる形で新規事業展開を行っているようである。 
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（４）ＤＸ・システム対応【デジタル】 

ＤＸを浸透させることと、ダイナミック・ケイパビリティを獲得することは非常に親和性が高いものと考え

る。経済産業省によるとＤＸは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用し

て、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組

織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」としている。一方、ダイナミック・

ケイパビリティは「市場や環境の変化にしなやかに対応するように既存の資源を再利用し、再構成し、全体を

オーケストラのように再編成する。これによって一時的な競争優位ではなく、持続的な競争優位を確立するこ

と（菊澤 2015）」としており、共に変革し競争優位を確立するという点で一致しているためである。 

ＤＸを活用した不確実性への対応で効果がみられた内容を分類すると以下の通り。 

 

・業務効率（ＲＰＡ、テレワーク、ＷＥＢ会議、ＦＡ（ファクトリーオートメーション）など） 

・取引先強化（IoTサプライチェーンマネジメントなど） 

・新規事業展開（既存事業×デジタル技術） 

 

不確実性に対応するためには、より高いレベルでの対応力向上や効率化向上を、スピード感をもって実施し

ていかなければならない局面に遭遇することも考えられるが、ＤＸ・システム対応が完了していれば、その局

面にも十分に対応ができる可能性を有している。  
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（１）感知（危機を感知する能力） 

不確実性時代に対応し変革を成し遂げている企業は、いずれも情報感度が高いことがわかった。もともと存

在する課題を解決するために新たな技術などの情報収集を進めるケース、得られた情報から自社の問題に気

付きを得て解決に向けた取り組みを進めるケースがみられた。 

何れにも共通していえることとして、情報から得た示唆からどの様に自社の外部環境が変化するか、新たな

社会情勢の変化や先端技術の登場が、自社にとって脅威、機会となるかを予測し、自社の既存業務や製品・サ

ービスをどの様に再構築をしていくかといったところまでを検討、すなわち新たな事業戦略の構築（ダイナミ

ック・ケイパビリティの 2つ目の要素「捕捉」）も考慮されている。 

不確実性時代に対応した「感知」の能力を身に着けるには、情報収集能力を向上させるだけでなく、それら

の情報から外部環境がどの様に変化するかを察知し、自社の課題・目的を見出していく能力、すなわち情報リ

テラシーを向上させていくことが必要だと考える。 

 

■不確実性時代に対応した「感知」の能力 

 

 

［感知の具体例］ 

事例 1 

［把握］ 

新型コロナウイルス感染症の中国・武漢での感染拡大当初から航空会社の動向、協力工場

からの情報を収集。 
 

［予測］ 

今後、周辺地域に感染拡大し、中国などからの供給網が寸断されると予測 
 

⇒世界的な感染拡大前から供給地域を分散化させた方が良いと判断 

事例 2 

［把握］各家庭などに設置されていた水道メーターを多大なコストをかけて人海戦術で確

認作業を行っている 
 

［予測］ITとの組み合わせにより省力化ができるのではないかと予測。 
 

⇒既存の通信網を活用することでオンライン管理ができる仕組が構築できると判断 

事例 3 

［把握］少子化に伴い出産人口が減少すると判断。 
 

［予測］婦人科用、手術用、医療用向けの製品をドラッグストアや医療機関に納品してい

た従来の BtoB型のビジネスのみでは経営が困難になると予測 
 

⇒既存ノウハウを活かして BtoC 型ビジネスへの展開が必要だと判断 

 

  

自社に対する
脅威、機会を予測

脅威、機会への
対応の必要性を判断

社会情勢の把握

先端技術の把握

情報収集能力
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（３）変容（組織内外の既存の資源や組織を再構築して変革する能力） 

不確実性時代に対応し変革を成し遂げている企業は、経営資源の最適化を実現している。「捕捉」で実施し

た事業戦略の効果を見極め、その対応を他部門へ応用、展開するケース、全社ルールを策定するなどの上位戦

略である全社戦略に落とし込んで実践するケース、「捕捉」で実施した事業戦略の効果により余剰がうまれた

資源を新規事業投資へ振り分けるケースがみられたが、いずれも組織全体の変革を伴う資源の最適化を行い、

競争優位を獲得することに集中している。 

不確実性時代に対応した「変容」の能力を身につけるためには、企業全体の変革を厭わず資源を最適化して

いき、いかに競争優位を獲得するかの道筋をたて、それを実施していくことが必要だと考える。 

 

■不確実性時代に対応した「変容」の能力 

 

 

［変容の具体例］ 

事例 1 

［資源再構築］ 

宿泊管理システムとの連動により自動割付へ移行。割付作業時間の短縮の他、適正な人員

の配置、一定の利益確保、労働環境の改善を実現。 
 

［変革］ 

温泉街全体が戦略的に行動できるように同温泉街の宿泊施設の各宿泊管理システムを連

携するなど、温泉街で一体となって仕組みを構築する。 
 

⇒温泉街全体の需要動向に基づく需要予測や適正な価格設定を行うことで、 

温泉街全体の収益性を向上させる構想を描き、実施に向けた対応を行う 

事例 2 

［資源再構築］ 

ＲＰＡやＦＡ（ファクトリーオートメーション）により管理業務、生産業務を効率化 
 

［変革］ 

効率化によってうまれた余剰人員を人手が不足している部署に配置転換を行い、会社全

体の資源を最適化。 
 

⇒コロナ禍における同業の廃業、供給元の廃業が予想される中、外注に出していた業務

の内製化やＭ＆Ａを実施し、体制の強化を図る 

事例 3 

［資源再構築］ 

業務のデジタル化や RPAの導入により、事務負担が軽減し、全社的にも効率化が実現。 
 

［変革］ 

OEM製造業務多忙により叶わなかった自社製品の製造が、DX推進による効率化で実現。 
 

⇒自社製品販売を事業の柱の一つとし、他社からの受注に依存しない経営体制を図る 

自社の内外に存在する
資産の結合・再結合・

再配置

不確実性時代における
競争優位を獲得

企業の変革

・全社戦略の策定・実行
・新規事業展開
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要な要素だと考える。不確実性の時代だからこそ、全く新たな価値を創造するということは必ずしも必要では

ないということである。 

新型コロナウイルス感染症拡大などで不確実性が増す昨今、既存の取り組みの延長で対応するだけでは、通

用しなくなることも考えられる。一方で、デジタル技術の進展も目覚ましく、これをうまく活用することで、

既存の資源を効率的に再利用、再構築ができる環境も整いつつある。 

ただ、闇雲にデジタル技術を導入したとしても、組織全体がデジタル化を推進する体制に変革を行っていな

いと、技術に翻弄されむしろ非効率になってしまう側面もある。デジタル技術を活用し変革を成し遂げるため

にも、感知・捕捉・変容というダイナミック・ケイパビリティの要素に従っていくことが必要ではないかと考

える。効率化、高度化されたことで生み出された新たな資源を新規事業などへ再利用、再構築を行い、新たに

競争優位を獲得する。また、新たに感知し、捕捉、変容をしていくといった、ある種、高次の PDSを回してい

くことが、アフターコロナにおいても求められるのかもしれない。 

今回の事例研究では不確実性に対応した変革が必要だというのが１つの結論として提示されるが、すべて何

もかも変革しているわけではない。企業が大切にしている文化、理念といった高次の考えは不変のまま、１0

年後、20年後、企業自身がどうなっていきたいか、将来の絵姿を描き、不確実性に対応するべく変革を実行し

ていくことが望ましい。 
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 ＢＣＰ（事業継続計画）についてお聞きします。 
 

※ＢＣＰ（事業継続計画）とは、企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合におい

て、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、

平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のことです。 

 

問 2-1 貴社ではＢＣＰを策定していますか。（○は 1つ） 

1. 策定している 2. 今後の策定を検討している ⇒問 2-8へ 3. 策定の予定はない ⇒問 2-7へ 

 

問 2-2～問 2-6は、問 2-1で「1.策定している」と回答した方にお尋ねします 

問 2-2 いつごろＢＣＰを策定しましたか。（〇は 1つ） 

1. ～2010年（東日本大震災以前） 

2. 2011年～2019年（東日本大震災以後～新型コロナウイルス感染症流行以前） 

3. ～2020年（新型コロナウイルス感染症流行以後）    

 

問 2-3 ＢＣＰを策定したきっかけは何ですか。（該当全てに〇） 

1. 今後のリスクに備えるため 2. 被災の経験から必要性を感じたため 

3. 災害報道により必要性を感じたため 4. 親会社や関連会社から要請があったため 

5. 業界団体から要請があったため 6. 取引先から要請があったため 

7. 同業他社が策定していたため 8. その他（                  ）  

 

問 2-4 策定されているＢＣＰはどういったリスクを想定したものですか。（該当全てに○） 

1. 自然災害 2. 火災・爆発事故 3. 取引先の倒産・被災 

4. 設備の故障 5. 物流の混乱 6. 情報セキュリティ上のリスク 

7. 情報漏えいやコンプライアンス違反の発生 8. 戦争やテロ 

9. 感染症 10. その他（                         ） 

 

問 2-5 策定されているＢＣＰにおいて具体的に盛り込まれている計画は何ですか。（該当すべてに○） 

1. 多様な働き方の導入 2. 災害や感染症予防等の対策 

3. 従業員の安否確認体制 4. 従業員間での業務の共有体制 

5. 緊急事態を想定した訓練の実施 6. 会社周辺地域の危険性の把握 

7. 業務用資産の管理 8. 在庫の管理・予測 

9. 仕入先・調達先等の分散 10. 仕入・調達等の代替手段の準備 

11. 事業を中断した際の損失の把握 12. 保険への加入 

13. 災害等における融資制度の把握 14. キャッシュフローの確保 

15. 情報のバックアップの作成 16. 情報発信・収集手段の準備 

17. 代替システムの準備 18. 緊急事態対応体制の構築 

19. 復旧・継続すべき事業の把握 20. 取引先等との相互支援の取り決め 

21. その他（                                         ） 
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問 2-6 新型コロナウイルス感染症に対し策定しているＢＣＰは活用できましたか。（○は 1つ） 

1. 概ね活用できた 

2. 部分的に活用できた 

3. あまり活用できなかった  

4. ほとんど活用できなかった 

 

 

問 2-1で「3.策定の予定はない」と回答した方にお尋ねします 

問 2-7 ＢＣＰを策定しない理由は何ですか。（該当全てに○） 

1. 策定に必要なスキル・ノウハウがない 2. 策定する人材を確保できない 

3. 策定する時間を確保できない 4. 策定する費用を確保できない 

5. 自社のみが策定しても効果が期待できない 6. 必要性を感じない 

7. リスクの具体的な想定が難しい 8. 実践的に使える計画にすることが難しい 

9. 策定に際しての相談窓口がわからない 10. 法令、規則等の義務付けがない 

11. その他（                                         ） 

 

 

全ての方にお尋ねします 

問 2-8  ＢＣＰ策定の際に必要と感じる支援をお選びください。（該当全てに○） 

1. セミナー、説明会などによる支援 2. 策定にかかる経費に対する助成 

3. 策定に際しての公的機関の相談窓口 4. 専門家派遣によるマンツーマン支援 

5. 策定に際してのコンサルティング企業等の相談窓口 6. 金融機関の金利優遇などの支援 

7. その他（                ） 8. 支援は必要ない 
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問 3-6 今後主要な仕入・調達品が既存の仕入・調達先から確保が難しくなった場合、自社の事業活動にどのよ

うな影響を及ぼすと想定されておりますか。最もあてはまるものをお答えください。（〇は 1つ） 

1. 代替品の調達ルートは確保しており、営業・操業の継続に支障はない 

2. 代替品は確保できていないが、新たな調達先を確保するなどで営業・操業に問題はない 

3. 代替品は確保ができず、営業・操業に支障が生じる 

 

 設備投資についてお聞きします。 

 

問 4-1 新型コロナウイルス感染症の発生前の設備投資の計画についてお答えください。（〇は 1つ） 

1. 設備投資の予定があった 2. 設備投資の予定はなかった ⇒問 4-3へ 

 

 

問 4-1で「1.設備投資の予定があった」と回答した方にお尋ねします 

問 4-2 新型コロナウイルス感染症の影響による設備投資の状況についてお答えください。（〇は 1つ） 

1. 計画通りに実施 2. 変更または延期したものの実施 3. 影響により計画を中止 

⇒問 4-4へ 

 

問 4-1で「2.設備投資の予定はなかった」と回答した方にお尋ねします   

問 4-3 新型コロナウイルス感染症の影響による設備投資の状況についてお答えください。（〇は 1つ） 

1. 影響により新たに設備投資を計画 2. 影響に関わらず設備投資の予定はない⇒問 5-1へ 

 

 

問 4-1で「1.設備投資の予定があった」または問 4-3で「1.影響により新たに設備投資を計画」と回答した方

にお尋ねします 

問 4-4 設備投資の目的についてお答えください。（該当全てに〇） 

1. 国内生産設備の増強 2. 防災・減災設備の取得 3. 事業所等の増設・拡大 

4. 既存設備の維持・補修 5. ＩＴ化への対応 6. 省力化・合理化 

7. 新事業への進出 8. 研究開発・試作開発 9. 備蓄用倉庫の確保 

10. 環境対策 11. その他（                        ） 
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問 7-3 問 7-1でお伺いした項目(①～⑳)について、実施の有無に関わらず不確実性時代における経営を 

行う上で、特に重要だと考える項目は何ですか。（上位 3つを選択） 

最も重要 【    】 次に重要 【    】 3番目に重要 【    】 

 

 

問 7-4 前頁の不確実性時代に有効と思われる取組を行う上でそれらの進捗を阻害する要因は何ですか。（該

当全てに○） 

1. 必要性を感じていない 2. 従業員の同意が得られない 3. 資金的な余裕がない 

4. 時間的な余裕がない 5．人的な余裕がない 6．専門知識・ノウハウがない 

7．不測の事態が想定できない 8．他に優先的に取り組むべき課題がある 

9. その他（                       ） 10. 特にない 

 

 

問 7-5 今後、不確実性時代に対応するために、どのような能力が経営層に求められると思いますか。 

（該当全てに○） 

1. 経営全般に関する総合的な判断力 2. 事業分野における専門的な経験・ノウハウ 

3. 人脈や人的ネットワーク 4. 経営層のリーダーシップ 

5. 固定概念の排除 6. 社内での事業立ち上げ 

7. Ｍ＆Ａや事業提携への推進力 8. デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

9. その他（                                       ） 

 

 

《ご記入いただきました個人情報の取扱について》 

 

皆様の個人情報は、個人情報保護法に従い適切に取り扱います。 

 

【利用目的】お預かりしている個人情報は、本アンケートの分析のために利用させていただきます。個々の

調査票の結果やご回答内容が、貴社のご承諾がなく、他に知られることはございません。 

【預託】お預かりしました個人情報は、集計作業等のために預託することがあります。その際には十分な個

人情報保護の水準を備える者を選定し、契約等によって保護水準を守るよう定め、適切に取り扱います。 

【ご同意頂けない場合】個人情報のご記入は任意です。個人情報をご記入いただけない場合であっても調査

票は返信用封筒をご利用の上、投函をお願いいたします。個人情報が未記入であっても集計から除外される

ことはありません。 

【お問い合わせ先】お預かりしている個人情報の開示、削除等のお申し出、その他のお問い合わせにつきま

しては、１ページ目に記載した連絡先までお願い申し上げます。 

 
 

 
 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 

ご回答終了後は、同封しております返信用封筒（切手不要）に入れて、 

10月 16日（金曜日） までにご投函下さい。  

 


